
Hokkaido Agricultural Public Corporation

「公社の原点は農家のために」であることを基本姿勢として、
一、我々は、農家経済の安定に尽くします。
一、我々は、地域農業の発展に寄与します。
一、我々は、農村地域の活性化に努めます。
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ご　挨　拶
公益財団法人北海道農業公社は、本道農業の経営規模拡大や生産性向上に資する各種事業を総合的
に実施する公益法人として、昭和 45 年に、北海道、北海道生産農業協同組合連合会、社団法人北海
道酪農開発事業団の三者により設立されました。
その後、平成 21 年に、社団法人北海道農業担い手育成センターと統合し、農業の担い手育成・確
保対策にも取り組むこととなり、24 年には、「公益財団法人」として移行認定を受け、併せて「北海
道農業開発公社」から「北海道農業公社」に名称を変更いたしました。
また、26 年には、道から「農地中間管理機構」の指定を受け、それまでの農地保有合理化等事業を
通じた売買事業に加え、賃貸借事業による担い手への農地の集約化に総合的に取り組んでおります。
当公社は、国や道の農業施策に沿って、農業・農村の活性化をめざす地域の取組を支援しており、
新規就農等を促進する「農業担い手育成確保事業」、農地の賃貸借を通じて農地利用の効率化及び高
度化を促進する「農地中間管理事業」、売買を通じて農地保有の合理化を促進する「農地保有合理化
等事業」、飼料生産基盤の整備・改良や牧場施設の整備等を行う「農村施設整備事業」、公社が所有す
る作業機等により土地改良工事を施工する「農用地開発整備事業」、乳肉用牛の貸付と受精卵移植技
術等を活用して優良牛を供給する「畜産振興事業」の 6つが大きな柱となっています。
国においては、昨年 4月、「食料・農業・農村基本計画」が策定され、平時から食料安全保障を実現し、
国際情勢や人口減少等の国内状況の変化にも対応しうる構造にするため、初動 5年間で農業の構造転
換を集中的に推し進めることとされたところであり、我が国最大の食料供給地域である本道、そして
当公社が果たす役割はより一層大きくなると思われます。
こうした中、当公社においては、今年度、今後 3年間の事業実施の指針となる「第 5次中期経営方針」
がスタートいたしました。「経営収支の安定化」、「総合力の発揮」という二本柱に、これまで公社が
蓄積してきた知識や技術、機械力を活かし、計画的かつ持続的な事業推進を図りながら、地域のニー
ズに公社一丸となって対応していくこととしております。
今後とも、関係機関・団体の方々と連携を密にし、公社が掲げる『公社の原点は農家のために』と
いう基本姿勢のもと、「現場主義」に立ちながら、本道農業・農村のさらなる振興に貢献してまいり
たいと考えておりますので、皆様方のご理解・ご協力を賜りますようお願いいたします。

　　令和 8年 7月
公益財団法人　北海道農業公社　　　

理事長　小田原　輝　和　　　
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1 設立と運営
○　昭和 45年 6月 1日に民法第 34条の規定に基づく公益法人として、北海道、北海道生産農業協同組合
連合会、社団法人北海道酪農開発事業団の三者により、財団法人北海道農業開発公社として設立

○　平成 21年 4月、道の「経営・構造政策関係三機関・団体の組織業務体制の見直し」に基づき、社団法
人北海道農業担い手育成センターと合併

○　平成 24年 4月、公益法人制度改革に基づき、新公益法人に移行し、公益財団法人北海道農業公社に名
称を変更（平成 24年 3月 21日に知事認定）

○　平成 26年 3月 26日、北海道知事から農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、農地中間管理
機構の指定（平成 26年 4月 1日に発足）

○　北海道、市町村及び農業団体等から拠出された基本財産は、2億 5,399 万円（令和 8年 3月 31日現在）

2 執行体制（令和 8年 7月現在）

役員等
評議員　012名
理　事　012名（うち理事長､ 副理事長､ 常務理事、使用人兼務専門理事、各 1名）
監　事　002名

職　員　260名（職員 186名､ 嘱託職員 74名）
事務所　本所､ 支所８か所､ 牧場１か所

3 事業取扱高
（単位 : 百万円､ ％）

年　度 事業取扱高 対前年比

R3 26,983 95.4

R4 27,803 103.0

R5 31,255 112.4

R6 27,963 89.4

R7 41,844 149.6

R8（計画） 43,839 104.7
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4 主な事業の内容

農業担い手育成確保事業
（1）就農促進支援活動事業
　農業を担う多様な人材の育成・確保を図るため、農業後継者や農外からの新規就農希望者等を対象に、
各市町村の地域担い手育成センターと連携しながら、就農相談や新規就農フェアを通して地域の受入情報
提供や紹介を行い、就農までのプロセスや必要な技術・知識の習得などに関するアドバイス等を実施して
います。また、農業法人等への就職希望者には、職業安定法に基づく無料職業紹介事業による雇用情報の
提供を行っているほか、後継者のいない移譲希望農業者と継承希望者とのマッチング等円滑な第三者経営
継承の推進を支援しています。

《相談状況》 （単位：人）

年度
新規就農相談 農業体験実習相談 無料職業紹介 計

道内 道外 計 女性 道内 道外 計 女性 道内 道外 計 女性 道内 道外 計 女性
R6 214 317 531 182 14 30 44 19 3 6 9 1 228 347 575 201
R7 235 264 499 155 15 15 30 14 3 6 9 3 253 285 538 172

（2）農業次世代人材投資（準備型等）事業
　就農前の研修期間中の所得を確保し、青年の就農意欲を喚起
するための資金の交付（最長 2年間）を行っています。

《交付実績》 （単位：人、千円）
年　度 交付人数 交付額

R6 90 127,250
R7 126 179,375

（3）就農支援資金貸付事業
　新規就農を促進するため、知事の認定を受けた就農計画に沿っ
て貸し付けた無利子の資金の償還等の管理を行っています。

《貸付・償還状況》� （単位：千円）

区分
貸付実績（H29 年度終了） R7 年度未貸付残高
件数 金額 件数 金額

就農研修 6,726 6,003,408 955 265,497
就農準備 613 1,145,140 105 68,510

計 7,339 7,148,548 1,060 334,007

（4）研修生受入体制強化事業
　公社を通じて地域センターに紹介する研修者等に対し、傷害保険等の加入掛け金の一部助成や、研修生
の家賃補助、大型特殊免許取得のための一部助成を行っています。

（5）農業青年海外派遣事業
　将来を担う人材を育成するため、農業後継者等を対象に、国際感覚の向上や先進的な生産技術のほか、
経営管理能力の習得等を目的とした海外研修の派遣を行っています。

（6）就農啓発事業
　新規就農優良農業経営者表彰事業や研修生受入環境整備支援事業、新規就農者等育成団体支援事業及び
担い手育成確保対策に係る調査・研究（委託）事業を行っています。

（7）農業経営者サポート事業及び６次産業化サポート事業
　農業者が直面する様々な経営課題の解決に向けて、専門家の派遣などの支援を行う農業経営者サポ－ト
事業のほか、付加価値の増加に取り組む農業者等からの相談に対する専門家の指導、地域プランナーの派
遣などの支援を行う 6次産業化サポート事業を行っています。

北海道新規就農フェア（R8.�2.�28）
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農地中間管理事業
　離農・規模縮小・団地の再編に係る農用地や基盤整備事業との連携によって効率的な利用を進めようとす
る農用地に「農地中間管理権」を設定（借受）し、意欲ある多様な担い手に貸し付けることにより、経営規
模の拡大や農用地の集積・集約化を促進します。
　具体的には、市町村が策定した地域計画の実現に向け、市町村や農業委員会、JA等の協力のもと、事務処
理の効率化・簡素化を図りながら、地域計画に位置付けられた者への権利移動を円滑に進めます。
　また、所有者不明農地等の対策については、該当する農地が判明した場合には、所在する市町村、農業委
員会及び道と連携し、地域の意向を踏まえながら、担い手に貸し付けるなどの取組を行います。

《事業実績》 （単位：ha､ 百万円）

年　度
農地中間管理権

（借受） 貸　付 借受農地
管理事業 年度末累計借受面積

（ストック）
面積 金額 面積 金額 面積 金額

R3 1,136 41 1,136 42 4 2 18,206
R4 888 25 888 25 − − 18,983
R5 500 14 500 14 − − 19,317
R6 1,064 52 1,064 52 − − 16,744
R7 32,734 1,541 32,891 1,550 − − 39,745

R8（計画） 34,000 1,700 34,000 1,700 − −

　農地中間管理事業は、農業従事者の減少や高齢化、耕作放棄地の増加に対処するために、農地の集積
と集約化を進めるための制度です。北海道では、公社（農地バンク）を通じて、所有者不明農地や遊休
農地を含む農地を担い手に貸し出すことで、農地の有効利用と農業経営の効率化を図ります。

農地の貸し借り（売買）は、原則として農地バンク経由になりました。

※１　市町村が作成する農用地利用集積計画
※２　目標地図：市町村の作成する地域計画の中で、農地一筆ごとに、誰が耕作するのかを示した地図。
　　　随時更新が可能。

農地中間管理事業の概要

〔 令和７年３月以前 〕

貸し手 借り手

市町村計画（※１）による
相対の農地の貸借

〔 令和７年４月以降 〕

貸し手 借り手

目標地図（※２）の実現に向けた
農地バンクによる農地の貸借

農 地 バ ン ク
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農地保有合理化等事業
（1）農地売買等事業
　農業経営者の計画的な面的集積を支援するため、公社が農用地等を買い入れ、売り渡しまたは一定期間
貸し付けた後に売り渡しを行っています。

《事業実績》 （単位：ha､ 百万円）

年　度
買　　入 売　　渡 年度末保有

面　積 金　額 面　積 金　額 面　積 金　額
R3 4,560 7,503 6,037 10,413 32,409 48,660
R4 5,250 8,178 6,066 10,036 31,581 46,802
R5 6,449 9,072 9,694 13,334 28,335 42,540
R6 6,922 9,947 6,143 9,600 29,114 42,887
R7 12,456 15,718 11,028 14,646 30,542 43,782

R8（計画） 17,800 18,500 12,948 13,446

（2）公社営農場リース事業
　新規就農者の初期投資の負担軽減と離農跡地の有効活用を図るため、農地売買等事業で公社が取得した
離農農家等の施設などを整備するとともに、乳用牛を導入し、一定期間貸し付けた後に譲渡を行っていま
す。

《振興局別・年度別実績》

年　度 石
狩

渡
島

檜
山

後
志

空
知

上
川

留
萌

宗
谷

オ
ホ
ー
ツ
ク

胆
振

日
高

十
勝

釧
路

根
室

R3 2 1
R4 2 5 1 2
R5 2 1 2 2
R6 1 1
R7 1 1

R8（計画） 2 2 1

《事業実績》� （単位：百万円）
年　度 地区数 金　額

R3 3 189 
R4 10 724
R5 7 418 
R6 2 61 
R7 2 94

R8（計画） 5 385
※昭和 57年度事業開始以来､ 令和 7年度までに
　448名の新規就農者を支援しています。
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農村施設整備事業
（1）畜産担い手育成総合整備事業（再編整備事業）
　担い手を主体とした畜産主産地の形成・再編整備等、農地の有効活用を図るため、自給飼料基盤の整備、
経営規模拡大に伴う施設等の整備及び機械等の導入を行っています。

（2）畜産環境整備事業（資源リサイクル事業）
　老朽化した家畜排せつ物処理施設（堆肥センター）の維持・管理コストの削減や、施設の長寿命化を図
るため、機能保全対策工事（補修・補強）を行います。

（3）農地耕作条件改善事業
　農地中間管理事業による担い手への農地の集積・集約を加速するため、農地の基盤整備を行っています。

《事業実績》� （単位：百万円）

年度
畜 産 担 い 手 育 成
総 合 整 備 事 業 畜 産 環 境 整 備 事 業 農 地 耕 作 条 件

改 善 事 業 計

地区数 金　額 地区数 金　額 地区数 金　額 地区数 金　額
R3 21 2,977 1 15 3 37 25 3,029
R4 28 3,382 1 30 3 70 32 3,482
R5 33 3,180 1 401 3 39 37 3,620
R6 32 3,228 1 432 − − 33 3,660
R7 34 2,875 1 227 − − 35 3,102

R8（計画） 29 2,623 − − − − 29 2,623

再編整備事業 あさひ上風連地区

再編整備事業 標津南部地区

再編整備事業 あさひ上風連地区

搾乳ロボット

ＴＭＲセンター

フリーストール牛舎
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農用地開発整備事業
（1）直営事業
　公社設立以来の蓄積された技術と経験を基に、農村施設整備事業における草地の造成・整備改良等を施
工しています。

（2）受託事業
　石れき対策（ストーンクラッシャー）や客土かく拌耕（ステァアップロータリ）また、排水対策（パン
ブレーカ）など、各種土層改良機械を用いて、草地整備改良を主体に、耕地整備・土層改良整備等の基盤
整備を関係機関からの受託により施工しています。

《事業実績》 （単位：ha､ 百万円）

年　度
直営事業 受託事業 計

面　積 金　額 面　積 金　額 面　積 金　額
R3 2,807 2,073 9,089 1,699 11,896 3,772
R4 3,089 2,279 8,124 1,365 11,213 3,644
R5 2,601 2,062 7,205 1,231 9,806 3,293
R6 2,266 1,634 8,659 1,517 10,925 3,151
R7 3,069 2,683 8,055 1,147 11,124 3,830

R8（計画） 2,601 2,318 13,586 1,372 16,187 3,690

施工体制
　各 JA・農業者との深い繋がりと信頼に応えるため、更なる技術の向上､ アフターケアの充実に努めて
います。
● 技術担当職員� 138 名
● クローラトラクター他� 130 台
● 作業機� 735 台
● 公社保有機械特許取得� 4 件

石れき破砕
ほ場内で石礫を破砕し、作物の初期育成
の促進・生産性の向上・品質確保を図る
工法

客土かく拌耕
土層改良を目的に客土された土をかく拌
する。同時にパンブレーカにより堅密な
土壌を膨軟にする工法

心土破砕
下層に堅密層が形成され充分な透水性、
通気性が得られない場合に、これを破砕
膨軟にすることによって、心土の土壌環
境（透水性、保水性、通気性）を改良す
る工法

ストーンクラッシャー ステァアップロータリ パンブレーカ
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畜産振興事業
（1）乳用牛貸付事業

【一般型】
　乳用牛の資質向上を志向する酪農経営者、または農地所有適格法人を主体とした大型酪農経営等に対し、
畜産振興資金を活用した 5年以内の貸付制度により乳用牛の導入を支援しています。

【農場リース型】
　公社営農場リース事業で乳用牛を導入する新規就農者に対し、畜産振興資金を活用した 5年以内の貸付
制度により乳用牛の導入を支援しています。

（2）肉用牛貸付事業
【優良肉用牛型】
　地域の肉用牛の生産基盤の維持強化を図ることを目的とし、肉用牛繁殖経営の新規参入や、繁殖牛群の
改良を図る畜産農家が導入する優良繁殖雌牛に対し、一定額の奨励金の交付等を行い、６年以内の貸付制
度による支援を行っています。

（3）乳肉用牛育成事業
　公社が十勝管内大樹町に所有する十勝育成牧場において、乳肉用牛 979頭（R8.3 末現在）を飼養して
います。ここでは高生産性を目指し、放牧（粗飼料）を主体とした乳用牛の育成と肉用牛の生産を行って
おり、特に肉用牛は一貫生産体制を活用して新規種雄牛現場後代検定への参加や、受精卵移植による候補
種雄牛の生産等の取組を行っています。

《事業実績》� （単位：頭､ 百万円）

年 度
乳用牛貸付事業 肉用牛貸付事業 乳肉用牛育成事業

頭　数 金　額 頭　数 金　額 頭　数 金　額
令和 3 406 260 283 267 1,927 988
令和 4 595 288 273 223 1,878 759
令和 5 500 246 232 164 1,748 668
令和 6 409 208 186 121 1,877 767
令和 7 339 199 117 86 1,536 674

令和 8（計画） 550 333 200 160 2,030 875

R8 種雄牛選抜（勝百合華号（当牧場産子））施設・採草放牧地風景（十勝育成牧場）
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5 定款に定める公社の目的及び事業内容
｢定款｣ に定める､ 公社の目的及び事業内容は､ 次のとおりです。

【定　款】抜粋
［目　的］
第３条　この法人は､ 農業の担い手の育成・確保、農用地の利用の効率化及び高度化、農地保有の合理化、

農業生産基盤の整備、優良牛の導入等に係る諸事業を総合的に実施することにより、農畜産物の
安定生産及び農業の多面的機能の発揮等を促進し、北海道農業の振興と地域社会の持続的な発展
に寄与することを目的とする。

［事　業］
第４条　この法人は､ 前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

（1）新規就農者等の農業の担い手の育成・確保に関する事業
（2）農用地の利用の効率化及び高度化の促進に関する事業
（3）農地保有の合理化の促進に関する事業
（4）農業生産基盤の整備・改良及び貸付・譲渡等に関する事業
（5）農用地等の造成及び整備・改良の施工等に関する事業
（6）優良な乳肉用牛の導入の促進に関する事業
（7）農業者等の技術向上のための研修及び技術支援に関する事業
（8）農業に関する広報活動及び調査研究に関する事業
（9）前各号に掲げるもののほか、この法人の目的を達成するために必要な事業

２　前項の事業は、北海道において行うものとする。
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6 評議員
議　長

樽　井　　　功 鈴　木　賢　一 南　橋　　　昭
北海道農業協同組合中央会
代表理事会長

北海道
農政部長

公益財団法人北農会
常務理事

石　田　吉　光 曽　根　興　三 林　　　浩　史
後志地区農業協同組合長会
会長

北海道公社営畜産事業推進協議会
副会長
（別海町　町長）

北海道経済連合会
常任理事
（株式会社勝毎ホールディングス　代表取締役会長）

川　口　　　覚 髙　島　英　也 向井地　信　之
釧路地区農業協同組合長会
会長

学校法人酪農学園
理事長

宗谷地区農業協同組合長会
会長

菊　入　　　等 千　葉　澄　子 村　上　早　苗
一般社団法人北海道農業会議
代表理事会長

北海道指導農業士協会
顧問

一般社団法人北海道消費者協会
副会長

7 役　員
<理　事>

代表理事
理 事 長 小田原　輝　和 理 事 石　塚　　　隆 理 事 長谷川　裕　昭
学識経験者 新篠津村

村長
留萌地区農業協同組合長会
会長

代表理事
副理事長 橋　本　弘　幸 理 事 乾　　　泰　司 理 事 早　川　仁　史
佐呂間町農業協同組合	
会長理事

一般社団法人北海道農業会議
専務理事

北海道信用農業協同組合連合会
経営管理委員会　会長

業務執行理事
常務理事 尾　居　清　一 理 事 小　椋　茂　敏 理 事 松　野　　　哲
学識経験者 北海道農業協同組合中央会

副会長理事
岩見沢市
市長

業務執行理事
専門理事 大　高　秀　之 理 事 関　口　哲　治 理 事 水戸部　　　裕
学識経験者
（使用人兼務）

えんゆう農業協同組合
代表理事組合長

北海道農業信用基金協会
会長理事

<監　事>
代表監事 長　屋　光　一 監 事 橋　本　真　明
新篠津村農業協同組合
代表理事組合長

公益社団法人北海道畜産物価格安定基金協会
前代表理事専務
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8 機構図

本　所

監 事 会

理　事　会

監　査　室

総 務 部

総　務　課

管 理 課

就農支援課

就農相談課

就農研修課

農地調整課

農地中間管理課

農地売買課

農場整備課

農場計画課

農村施設部

畜　産　部

統 括 労 働 安 全 衛 生 委 員 会

施設管理課

設計審査課

畜　産　課

担い手支援部

農業経営相談室

参 与

理 事 長

副 理 事 長

常 務 理 事

専 門 理 事

企画管理本部

事 業 本 部

農 地 中 間
管 理 本 部 農 用 地 部

農場整備部

担い手本部

評 議 員 会
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岩見沢支所

業 務 農 地 課

苫小牧支所

業 務 農 地 課

帯広支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

施 設 課

事 業 課

釧路支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

中標津支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

稚内支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

旭川支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

北見支所

業 務 農 地 課

施 設 課

事 業 課

十勝育成牧場

支　所

事業別窓口一覧

事　　業 本　　所
支　　所

担当課 担当課②

農業担い手育成確保事業 担 い 手 支 援 部
農業経営相談室 業 務 農 地 課 －

農 地 中 間 管 理 事 業 農 用 地 部 業 務 農 地 課 －

農地保有合理化等事業 農 用 地 部 業 務 農 地 課 －

農 村 施 設 整 備 事 業 農 村 施 設 部 施 設 課 業 務 農 地 課

農 用 地 開 発 整 備 事 業 農 場 整 備 部 事 業 課 業 務 農 地 課

畜 産 振 興 事 業 畜 産 部 業 務 農 地 課 －

公 社 全 般 に つ い て 総 務 部 業 務 農 地 課 －

※該当支所に担当課の配置がない場合は、担当課②が窓口となります。
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❶～ 支所・牧場本所 ❽❾

❾

　　 公益財団法人　北 海 道 農 業 公 社

〒060-0005　札幌市中央区北５条西６丁目１番地 23
TEL.�011-241-7551�（代表）　FAX.�011-271-3776
https://www.adhokkaido.or.jp

監 査 室 総 務 部 担 い 手 支 援 部
TEL. 011-241-7557 TEL. 011-241-7551 TEL. 011-271-2255

農 業 経 営 相 談 室 農 用 地 部 農 村 施 設 部
TEL. 011-522-5579 TEL. 011-241-5751 TEL. 011-241-5701

農 場 整 備 部 畜 産 部 統括労働安全衛生委員会
TEL. 011-241-7554 TEL. 011-241-5761 TEL. 011-241-7557

❶ 岩見沢支所
〒 068-0025�岩見沢市 5条西 5丁目 2番地 1�空知農業会館
TEL.�0126-23-2178　　FAX.�0126-23-4260

❷ 苫小牧支所
〒053-0021�苫小牧市若草町5丁目 5番 3号�日胆農業会館
TEL.�0144-32-8171　　FAX.�0144-32-3215

❸ 帯広支所
〒080-0022�帯広市西 12条南 6丁目 3番地 1�農協連ビル
TEL.�0155-65-0607　　FAX.�0155-33-1503

❹ 釧路支所
〒085-0018�釧路市黒金町 12丁目 10番地�釧路農業会館
TEL.�0154-22-1538　　FAX.�0154-25-4798

❺ 中標津支所
〒 086-1007�標津郡中標津町東 7条南 1丁目 1番地 2�根室農業会館
TEL.�0153-72-3296　　FAX.�0153-73-2080

❻ 北見支所
〒 090-0833�北見市とん田東町 617番地�オホーツク JA�Bldg.
TEL.�0157-25-2826　　FAX.�0157-25-9188

❼ 旭川支所
〒 070-0030�旭川市宮下通 4丁目 2番 5号�JA 上川ビル
TEL.�0166-25-2613　　FAX.�0166-26-3464

❽ 稚内支所
〒 097-0001�稚内市末広 4丁目 2番 31号�宗谷農業会館
TEL.�0162-33-3321　　FAX.�0162-33-7339

❾ 十勝育成牧場
〒 089-2261�広尾郡大樹町字尾田 708番地
TEL.�01558-7-5121　　FAX.�01558-7-5159

本パンフレットは 2026 年 7 月 1 日現在の情報を基に作成しております。

本所・支所・牧場所在地

本　所

支所・牧場


